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A.研究目的 

当研究の目的は、HPV ワクチンの有効性を検

証することにある。 

非接種者と接種者で、子宮頸がんの発症ぶり

に差が出るのかどうか、それをみるのが「本来

の目的」だ。しかし、HPV の感染から子宮頸が

んの発症には 5 年から 10 年以上かかるため、

「代理の目標」として検診で CIN2 以上の発見

率を調べることにした。 

がんの発症予防につながる HPV ワクチンの

登場（欧米や豪州では 2006 年に承認される）

は、欧米、豪州を中心に世界的に大きな関心を

呼び、各国で接種が勧奨された。WHO（世界保

健機関）や UICC（世界対がん連合）等、様々

な国際機関も積極的に接種を呼びかけた。 

日本での HPV ワクチンの承認は 2009 年秋。

同年暮れに販売が始まった。 

HPV ワクチンが、子宮頸がんの発症ぶりをど

う変化させるのか、それを把握することは公衆

衛生上の大きなテーマだ。 

とくに先進国の中で唯一、20～30 代の若い

世代で罹患者が増えている日本の状況を、HPV

ワクチンという一つの予防手段で変化させる

ことができるのかどうか、それを検証する今回

の研究は公衆衛生的だけでなく、社会的にも大

きな意義があると考える。 

 

B.研究方法 

 研究方法は基本的には、日本対がん協会グル

ープの支部の子宮頸がん検診受診者に HPV ワ

クチン接種の有無を尋ね、非接種者と接種者で

検診の結果が異なるかどうかを比較して調べ

るというものだ。 

がん検診に関する国の指針では、子宮頸がん

検診は 20 歳以上を対象に 2 年毎に実施するこ

とが勧められている。 

2014 年が重要な年なのは、国が 2010 年秋に

始めた「緊急接種促進事業」で公費助成による

HPV ワクチン接種の対象となった高 1世代（当

時、94年生まれ）が20歳を迎えた年だからだ。 

その世代の接種率は 24%程度と推測される。

翌 95 年生まれは約 80%と非常に高い接種率と
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万 9178 人中 CIN2 以上 287 人）。 

2014 年度は 10 月末時点での集計なので、精

検受診率が 50%程度と低いことに加え、接種者

の人数がまだ 600 人程度と少ないことから一

概に比較はできないものの、CIN2 以上の発見

率は HPV ワクチン接種者の方が低い傾向にあ

った。 

 

D.考察 

この報告書は、HPV ワクチンの有効性を検証

するという当研究の中間的なものになる。 

今回は日本対がん協会グループの 7支部で、

2014 年 4～10 月の子宮頸がん検診の受診者に

おける HPV ワクチンの接種歴と検診の結果に

ついて分析した。 

年度途中での集計だったため、精検受診率

が 50％と低い中での分析になった。日本対が

ん協会グループ支部の精検受診率は一般的に

80％程度あるため、年間を通じて集計できれ

ば、もう少し精度の高い報告に成り得たと考

える。 

ただ、オーストラリアやイギリス等から報

告されているように、日本でも、HPV ワクチン

の接種歴と子宮頸がん検診の結果をリンクさ

せれば、非接種と接種者間で CIN2 以上の発見

率の差が分析でき、HPV ワクチンの有効性の検

証につながることが確認できた意味は大きい。 

20 代、30 代を中心に、子宮頸がんを患う日

本人女性が増える中で導入された HPV ワクチ

ンが、子宮頸がんの発症ぶりを抑えるのか抑

えないのか、抑えるとしたらどれくらい減少

させるのか、それを把握することは公衆衛生、

予防医学上の大きな課題といえる。 

2010 年秋～13 年春に国が実施した「緊急接

種促進事業」、続いて 13 年春の予防接種法改

正による定期接種化という、多額の公費をか

けた政策の評価にもつながる。 

HPV ワクチン接種者を登録して追跡し、子宮

頸がんの発症を分析する、という仕組みが日

本にない中、HPV ワクチンの接種歴と子宮頸が

ん検診結果をリンクさせて追跡し分析する今

回の研究は、別の意味で大きな役割をもつよ

うになったといえる。 

当研究を計画・着手した時点ではみられなか

った副反応の社会問題化が起きたからだ。 

国内における HPV ワクチンは 2 種類（2015

年 2 月現在）。ともに子宮頸がんの原因となる

HPV のうち 16、19 型の感染防御を目的にする

（1 種類は尖圭コンジローマの原因となる 6、

11 型の HPV も感染防御の対象としている）。こ

の二つの型で子宮頸がんの原因の 7 割を占め

るとされ、仮に HPV ワクチンの接種率が 7割だ

とすれば子宮頸がんの発症を 5 割近く抑えら

れる計算になる。 

国が 2010 年秋に始めた「緊急接種促進事業」

でHPVワクチンは小6～高1に相当する女子を

対象に公費助成による接種が勧められ、この世

代には普及した。この時の高 1 にあたる 1994

年生まれの接種率は約 25%、95 年生まれは約

80%とみられている。 

一方で、HPV ワクチンの接種者が慢性的な疼

痛等の被害を訴えた副反応問題により、予防接

種法改正で定期接種の一つとされた直後の

2013 年 6 月、国は「積極的な勧奨」の中止を

決めた。これで接種率が大きく低下。その後も

10％を下回る状況が続いている。 

この結果、ワクチンの接種率の高い世代と低

い世代ができたことになった。欧米や豪州等で

はみられない状況が生じたのだ。同時に日本人

女性での子宮頸がんの発症の変化が世界から

注目されることになった。 

この研究の目的は、ワクチンの有効性の評価

だが、日本対がん協会では、この研究を通じて

「94 年生まれ」「95 年生まれ」「96 年生まれ」

……といったように、誕生年別に HPV ワクチン

の接種歴と検診の結果についてデータ上のコ

ホートを長期的に追跡し分析を続ける方針だ。 

その結果によっては、ワクチンの接種率の違

いを意識した子宮頸がんの啓発活動や、検診の

受診を強く呼びかける活動を企画・実践する必

要に迫られることになる。 

 

E.結論 

 HPV ワクチンの有効性を検証するため、日本

対がん協会グループ支部の協力を得て、一部の

支部で子宮頸がん検診の問診票に HPV ワクチ

ンの接種歴等を尋ねる質問を設けた。 

20 代について、年齢別に HPV ワクチンの接

種歴を確認できたのは 7 支部で、CIN2 以上の

発見率は、HPV ワクチン非接種者の 0.46%に対

して接種者では 0.16%だった。 

この数字からは統計学的な有意差はみられ
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なかった。2014 年 4～10 月の検診結果につい

ての集計できた中での分析という、中間的なも

のであるのに加え、精検受診率も低く、HPV ワ

クチンの有効性を評価するためには、さらなる

研究の継続が欠かせない。 

とはいえ、接種者の方に CIN2 以上の発見率

が低い傾向がみられ、HPV ワクチンの接種が子

宮頸がんの発症抑制につながる可能性が示唆

されたものと考える。 

今後もさらに連携して分析する対象を拡大

させるとともに、長期的に追跡していくことが

改めて重要なことが示された。 

 

F.健康危険情報 

 なし。 

 

G.研究発表 

1.論文発表 

1） なし。 

2.学会発表 

1） なし。 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

なし。 

 

 

 

 

 

 


